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愛知県営野並住宅ＰＦＩ方式整備等事業

覚書（案）

愛知県（以下、「県」という。）と   、   、   及び   （以下、「特定事業

者」という。）並びに   （以下、「生活支援施設等整備企業」という。）、   （以下、

「用地活用企業」という。）は、愛知県営野並住宅ＰＦＩ方式整備等事業（以下、「本事業」

という。）の実施に関し、以下のとおり覚書を締結する。

令和２年  月  日

愛知県

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号

代表者 愛知県知事  大 村 秀 章

特定事業者

（代表企業／○○企業）

    所在地

    商号又は名称

    代表者氏名
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（設計企業）

    所在地

    商号又は名称

    代表者氏名

（建設企業）

    所在地

    商号又は名称

    代表者氏名

（工事監理企業）

    所在地

    商号又は名称

    代表者氏名

（生活支援施設等整備企業）

    所在地

    商号又は名称

       代表者氏名

（用地活用企業）

    所在地

    商号又は名称

    代表者氏名
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（目的）

第１条 県、特定事業者、生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、本事業の円滑な実

施のため、相互に努力しなければならない。

（本事業の履行）

第２条 特定事業者、生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、本事業に関して入札説

明書等及び事業提案書等に記載された各項目を遵守するとともに、これらに従って遂行

しなければならない。

（活用用地売買契約の締結）

第３条 生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、既存住棟等の解体撤去が完了し、活

用用地の分筆登記が完了した場合において、県に申し出たときには、県との間で、別紙「愛

知県営野並住宅ＰＦＩ方式整備等事業 活用用地売買契約書」（以下、「本件売買契約書」

という。）に基づき、県における所定の手続を経た上で、事業提案書における活用用地提

案価格調書（以下、「調書」という。）に記載の活用用地の購入提案価格を活用用地の対価

とし、活用用地の売買契約（以下、「本件売買契約」という。）を締結する。

２ 生活支援施設等整備企業及び用地活用企業が、活用用地について県が行う行政財産か

ら普通財産への変更手続が完了するまでに本件売買契約の締結を申し出なかった場合に

おいて、県が求めた場合には、生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、直ちに県と

の間で、本件売買契約を締結しなければならない。

（活用用地の対価の修正）

第４条 前条にかかわらず、分筆登記後の登記簿上の地積による活用用地の面積が調書に

記載の面積から変動した場合、本件売買契約における活用用地の対価は、調書に記載の活

用用地に係る単価に、活用用地の登記簿上の地積を乗じて得られる金額とする。また、提

案時点と県が次条に規定する売却可能額を決定する時点との間に地価変動があった場合、

入札説明書１９頁５（３）の規定に基づいて活用用地の対価の修正を行うものとする。

（売却可能額）

第５条 前２条にかかわらず、活用用地についての愛知県公有財産規則（昭和４８年規則第

２３号）第４２条第３号に規定する評価額（以下「売却可能額」という。）が活用用地の

対価（前条による活用用地の対価の修正がなされた場合には修正後の対価）を上回った場

合には、生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、売却可能額での活用用地の売買に

ついて県と協議する。

２ 生活支援施設等整備企業及び用地活用企業が売却可能額をもって活用用地を買い受け

ることとした場合、生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、県との間で、速やか
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に本件売買契約書の様式（ただし、活用用地の対価は売却可能額に修正するものとす

る。）により売買契約を締結する。

３ 生活支援施設等整備企業又は用地活用企業が売買を行わないこととした場合であって

も、生活支援施設等整備企業及び用地活用企業は、県に対し、それまでの契約準備に要

した費用、違約金、損害金等、一切の請求をしない。

（違約金）

第６条 生活支援施設等整備企業又は用地活用企業が、その責めに帰すべき事由により、本

件売買契約を締結しなかった場合には、特定事業者、生活支援施設等整備企業及び用地活

用企業は、県に対し、連帯して活用用地の購入提案価格の１０％に相当する違約金を支払

うとともに、県が被った損害の額が当該違約金を超過する場合は、さらにかかる超過額に

ついても連帯して県に賠償する。

                                 以上


